
費・賃金について「もらえないから払えな
い」「もらったら払う」といった従前の姿勢
を抜本的に改め、「払うためにもらう」商慣
行が確立できるよう、労務費を内訳明示し
た見積り等に主体的に取り組むことや、建
設業界として、過度な重層下請構造の解消
を含む総額としての建設コストの上昇を抑
える努力が強く期待される。
国土交通省としては、今後も本基準の運

用状況に係るフォローアップを実施し、必
要な施策をアジャイルに講じていく。
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